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第7章 技術及び システムの研究開発

第1節 概 況

経済,社 会及び国民生活の急速な発展向上に伴い,情 報に対するニーズも

量的な増大のみならず,よ り信頼性の高いもの,能 率的なもの,便 利なもの

へと移 りつつある。したがって,こ れら情報の担い手である電気通信の利用

及び多様化は飛躍的に増大 しつつある。

このようなニーズにこたえるため,基 礎的な新技術から巨大 システムに至

るまで,非 常に広範な分野にわたって,種 々研究開発が進められている。

例えば,宇 宙開発については,既 にインテルサット衛星が開発 実 用 化 さ

れ,グ 巨一パルシステムとして国際通信に大きな力を発揮 しているが,国 内

用としても各国が通信衛星,放 送衛星の開発に力を注ぎつつあり,我 が国に

おいても将来の通信の需要にこたえるための国内通信衛星システムの開発及

びテレビジ笥ン放送の難視聴解消のための国内放送衛星 システムの開発が,

それぞれ着々と進められている。このほか,電 波の伝わ り方に大 きな影響を

もつ電離層を中心 とする宇宙環境の観測,研 究を行 うための電離層観測衛星

の打上げ計画等,人 工衛星を利用した宇宙通信に関する研究開発が進められ

ている。

一方,過 密化す る電波利用に対処するため,数10GHzの 非帯に高い周波

数の ミリ波通信から,電 波よりなお高い周波数の電磁波である光領域のレー

ザ通信まで,電 磁波の利用帯域を拡大するための研究,電 波をより効率的に

利用するための通信方式の開発等が続けられているほか,海 洋開発分野,大

気汚染観測等への通信技術の応用についても研究が行われている。

また,デ ータ,画 像,そ の他の情報を有線によりユーザと直接結び付け,

双方向の情報のや りとりを可能にするような通信形態,更 にそれらを総合的

に電子計算機と結び付け,多 様な情報交換を可能とならしめるような情報シ



第7章 技術及びシステムの研究開発 一333一

ステムの開発が進められている。

以上のほか,電 気通信に関する基礎及び応用分野の研究開発は電気通信に

対するニーズと互いに助長し合って今後 ますます急速かつ多彩に発展し,未

来の情報化社会の形成に大 きく貢献するものと思われる。

電気通信に関する我が国の主な研究機関としては次のようなものがある。

郵政省における研究機関としては,電 波研究所があ り,そ の規模は研究者

が231名(48年 度末現在),48年 度予算は歳出約19億6,000万 円,国 庫債務負

担行為約1億9,000万 円である。

電電公社,NHK及 び国際電電もそれぞれ研究部門を持っている。電電公

社には研究開発本部のほか,武 蔵野,横 須賀,茨 城の各電気通信研究所があ

り,研 究者総数1,508名(48年 度末現在),48年 度予算は約347億 円である。

NHKは 総合技術研究所及び放送科学基礎研究所を設置 してお り,研 究者は

495名(48年 度末現在),48年 度研究費は約28億3,100万 円である。 国際電電

にも研究者117名(48年 度末現在),48年 度研究開発費約9億3,900万 円の規

模をもつ研究所がある。

なお,研 究機関ではないが,郵 政大臣の諮問に応 じる機関として,20数 名

の委員及び約200名 の専門委員から成る電波技術審議会が設置されてお り,

電波の規律に必要な技術に関するものについて,調 査,審 議を行っている。

第2節 研究開発課題 とその状況

1宇 宙通信 システ ム

(1)通 信衛星及び放送衛星の開発

最近の世界における宇宙開発のなかで,特 に目覚ましい進展をみせている

のは通信 ・放送衛星の開発である。

通信衛星については,既 に打ち上げられているものとして,国 際通信用の

インテルサ ット衛星及びモルニア衛星があり,ま た国内通信用としてはカナ

ダのアニク衛星及び米国のウェスター衛星がある。現在,開 発中の通信衛星
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としては,1975年 秋までに打上げ予定の約10個 の米国の国内通信衛星をはじ

めとして,1974年 打上げ予定の独仏共同開発のシンフォニー衛星,1975年 打

上げ予定のイタリアのシリオ衛星等があ り,ま たESRO(欧 州宇宙研究機構)

においても,1980年 代にECS(欧 州通信衛星)に よる実用システムを完成さ

せる前段階として1977年 ごろに軌道試験衛星(OTS)を 打ち上げることを計

画している。

放送衛星については,1974年5月 に打上げに成功した米国の応用技術衛星

6号(ATS-6)が 現在では唯一のものである。 これは,多 目的実験衛星で

あるが,そ の実験項目中には,衛 星放送実験が含まれている。今後予定され

ている放送衛星としては,1975年 にカナダの通信技術衛星(CTS)が 実験用

衛星として打ち上げられる予定であ り,1976年 にブラジルが,ま た,1979年

ごろには西独も放送衛星の打上げを計画している。

一方,国 内に目を転じると,通 信,放 送ともに,衛 星システムの導入が必

要 とされる状態になっている。すなわち通信の面では,今 後の国内通信需要

を満たし,か つ,大 規模災害の発生時等に備えるため,従 来の地上システム

に衛星通信システムを加えて通信回線の多様化を図る必要性があると考えら

れる。また,放 送の面でも,難 視聴の解消等のためには,衛 星放送システム

の導入が必要であると考えられる。

こうした状況から郵政省では,48年 度から実験用中容量静止通信衛星及び

実験用中型放送衛星の開発に着手す る必要があるとして,初年度は8億7,000

万円によって両衛星の開発研究(概 念設計,予 備設計)を 開始した。これら

二つの衛星開発研究の成果を踏まえ,宇 宙開発委員会は,48年10月29日,こ

れらを51年度に打ち上げることを目標に開発を行うことを正式に決定し,ま

た,49年3月13日 の宇宙開発計画(48年 度決定)に おいては,こ の内容に付

け加えてその打上げは米国に依頼することを定めた。

一方,打 上げの目標年次が確定したことに伴い,ス ケジュールの上から48

年度中に開発研究を完了するほか,基 本設計に取 り掛かる必要が あっ たた

め,そ のための経費として一般会計予備費から約9億4,000万 円の使用が認
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められることとなった。更に49年度予算においては,こ れらの衛星開発関係

経費として約279億8,000万 円(49年 度歳出39億4,000万 円,国 庫債務負担行

為240億4,000万 円(49年 度に現金化される30億3,000万 円は歳 出 に 含 め

た。))が認められた。

実験用中容量静止通信衛星及び実験用中型放送衛星の開発は,開 発研究が

終了したので郵政省から宇宙開発事業団に引き継がれることとなり,宇 宙開

発事業団は基本設計の契約等両衛星の開発に必要な所要の業務を開始した。

一方,必 要な地上施設については,郵 政省及び関係機関が整備を進めること

となった。

なお,実 験用中容量静止通信衛星及び実験用中型放送衛星の諸元は次のと

お りである。

ア.実 験用中容量静止通信衛星

① 衛星軌道及び位置 東経135。の静止軌道

② 通信対象区域

準 ミ リ波 帯 北海道,四 国及び九州を含む本土周辺

マイクロ波帯 小笠原,沖 縄などの離島を含む 日本全土

③ 伝送内容 電話及びカラーテレビジョソ等

④ 変調方式PCM-PSK

⑤ 伝送容量100Mb/キ ャリア

⑥ 使用周波数

準 ミリ波帯

上 り回線

下 り回線

マイクロ波帯

上 り回線

下 り回線

⑦ 衛星寿命3年

⑧ 実験の目的

27.5～31GHz帯 域 内 に6波

17.7～21.2GHz帯 域 内 に6波

5.925～6.425GHz帯 域 内 に2波

3.7～4.2GHz帯 域 内 に2波
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衛星システムを用いた準 ミリ波等の周波数における通信実験を行

うこと,衛 星通信システムの運用技術の確立を図ること,そ の他

イ.実 験用中型放送衛星

① 衛星軌道及び位置 東経110。の静止軌道

② 受信対象区域 小笠原,沖 縄などの離島を含む 日本全土

③ 伝送内容

④ 変調方式

⑤ 使用周波数

上り回線

下り回線

⑥ 衛星の出力

⑦ 衛星寿命

⑧ 実験の目的

カ ラ ー テ レビ ジ ョン2ch

映 像FM

音 声FM-FM

14.0～14.5GHz帯 域 内 に2波

11.7～12.2GHz帯 域 内 に2波

100W×2

3年

衛星システムを用いた画像及び音声の伝送試験を行 うこと,衛 星

放送システムの運用技術の確立を図ること,そ の他

(2)電 離層観測衛星の開発

電離層の状態や,電 離層の上部の環境及び空電に伴 う電波雑音についての

世界分布を知ることは,無 線通信回線の効率的な利用を図る上に極めて重要

なことである。従来の地上観測のみでは,海 域,辺 地等の電離層の観測や電

波雑音の観測が不可能であったが,人 工衛星を利用することにより,こ れら

の観測が可能となった。

電離層観測衛星(ISS)は,我 が国が 技術試験衛星1型 に引き続き打ち上

げる実用衛星として開発され,50年 度末に高度約1,000km,傾 斜角約70。の

円軌道に打ち上げられる予定であ り,現 在,宇 宙開発事業団において計画通

り製作が進められている。電波研究所はこの製作に関し宇宙開発事業団に協

力するとともに,打 上げ後における衛星の利用に必要な管制施設の整備を進

めている。この施設に関しては,受 信に必要な基幹設備がほぼ完成し,こ の
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施設を使用して現在,ISS打 上げに備えた訓練を兼ね,カ ナダの電離層研究

衛星(ISIS)を 対象に,電 離層上部のデータ,超 長波の伝搬及び宇宙雑音に

関するデータ,そ の他の科学データの収集を行っている。更にISS打 上げ

までには,状 態制御,テ レメータ解読及びコマンドの自動化等の施設の整備

に加え,収 集されたデータを解析するために必要な中央処理装置の整備並び

にプログラムの開発等が必要であり,計 画にそってこれら整備開発が進めら

れている。

(3)衛 星通信の研究

ア.通 信方式

衛星通信における周波数有効利用を図るため,各 種の新 しい通信方式の研

究が行われており,そ の一つとして時分割多元接続(PCM-TDMA)方 式が

ある。この方式は,従来の周波数分割多元接続(FM-FDMA)方 式に比べて,

① 回線数の変更が容易であること

② 衛星中継器を各地上局が時分割で使用するため,各 地上局の電波の間

で混変調が生 じないこと

③ デ ィジタル音声そう入方式(DSI)の 採用により,FMに 比べて容易

に回線量を約2倍 に増加できること

などの利点がある。

PCM-TDMA方 式については,郵 政省電波研究所及び電電公社電気通信

研究所の協同でSMAXを 開発し,ATS-1及 びATS-3衛 星を用いる通

信実験に成功している。電電公社電気通信研究所で は 更 に 高速のPCM-

TDMA方 式等,国 内衛星通信方式の研究を行っている。

一方,イ ンテルサ ットでは,TDMA方 式を重視 し,51年 初頭を目途 とし

て,本 方式の国際間接続試験を行 う計画を進めている。

国際電電でもTTT方 式と称する時分割多元接続方式を開発 し,上 記の国

際間試験に参加する場合に備えて検討を進めている。

近い将来の国際間衛星通信の課題として,国 際電電研究所では,デ ィジタ

ル衛星通信の大幅な 採用に適 した時分割一空間分割多元接続(TDMA-SD
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MA)方 式,直 交偏波を利用した衛星通信方式,新 サービスの提供を目的と

した移動衛星通信方式などにっいて,基 礎的検討を開始している。

また,近 年,離 島通信,移 動通信あるいは災害通信等の多様化に伴い,郵

政省電波研究所鹿島地球局では,こ れら小規模局の通信に特に有効と考えら

れる通信方式として,同 時に多数の小規模地球局が1個 の衛星を仲介として

随時通信ができ,ま た,附 属装置を接続することにより,通 信 と同時に衛星

までの距離と距離変化率の測定ができるSSRA(SpreadSpectrumRandom

Access)方 式の実用化を図るため,実 験装置の試作とともに衛星折返 し実験

を行い,そ の有効性を確認 した。

この通信方式は将来我が国で静止衛星を打ち上げる場合には,軌 道測定及

び姿勢の検知等にも応用できるので極めて重要な役割を果た し得るものであ

る。一方,こ の装置を使用すれば国際間における時刻同期にも有効であり,

本方式の早期実用化のための実験研究が進められている。

イ.ミ リ波通信

衛星通信に使用されている電波は,現 在マイクロ波の4GHz及 び6GHzが

その主力をなしているが,今 後増大する通信需要を満たすためには,な お高

い周波数の準 ミリ波あるいは ミリ波帯の衛星通信系への導入をも考慮 しなけ

ればならない。 しか し,こ の場合に問題となるのは大気による電波の吸収及

び降雨による電波の減衰である。特に降雨による減衰に関しては,長 期にわ

たり地域別に,ま た統計的に調査を行 う必要がある。

このため現在,郵 政省電波研究所,電 電公社電気通信研究所及びNHK総

合技術研究所などで,そ れぞれ組織的な調査が続けられてお り,電 波研究所

では,ミ リ波帯太陽電波観測及び大気ふ く射温度の観測を行い,衛 星と地球

間の減衰量及びダイバーシテ ィ効果(合 成受信)等 について実験を行ってい

る。また51年度打上げが予定されている技術試験衛星(ETS-H)及 び52年

度打上げ予定の実験用静止通信衛星(ECS)に は,そ れぞれ電波研究所が開

発した ミリ波の発振器あるいは中継器がとう載されることとなっており,こ

れらの実験研究は,将 来の ミリ波帯衛星通信実用化のための基礎的研究とし
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て積極的に推進されている。

2電 磁波有効利用技術

(1)レ ーザ通信

最近における電気通信需要の急激な増大に対 し,レ ーザ波は ミリ波帯より

なお高い光領域のコヒー レント(可 干渉性)な 電磁波 として,そ の通信への

応用について研究開発が進められている。

電波研究所におけるレーザの研究は幾つか行われているが,基 礎的な分野

では,大 気中及び海中における伝搬特性の実験及び研究 が,ま た 応用面で

は,強 力なパルスレーザによる上層大気の組成観測並びに大気汚染測定用と

してのレーザ ・レーダの開発などが行われている。

レーザ波の伝搬研究に関しては,大 気中におけるその伝搬特性を究明する

ため,実 験に最適な秋田県八郎潟等において,ヘ リウムネオン・レーザによ

り,シ ンチレーション(光 のゆらぎ)の 観測を行ったが,更 に気象構造との

関係等から,そ の伝搬特性を明らかにするため実験研究が進められている。

一方,海 中における伝搬特性の研究は,海 洋開発の一環 として実施されて

いるものであ り,室 内水そ うでの基礎的実験 とともに実際の海中においてレ

ーザ光の減衰特性や散乱の実態,そ の他通信 システムの開発に必要な特性に

ついて,観 測や解析研究が行われている。

(2)CNL、-SSB(リ ンコンペックス)通 信方式

陸上移動無線については,無 線周波数スペクトルの有効利用の観点から割

当周波数帯域の縮小が図られてきたが,従 来の方式ではおのずから限度があ

り,一 方,通 信の需要は今後ますます増大することが予測される。現在これ

らに使用されている電波型式はFMで あるが,SSB(単 側波帯)方 式を用

いることができれば周波数帯の大幅な有効利用にもつながる。

上記の観点から,電 波研究所では英国で考案され,既 に短波遠距離固定回

線で実用化されている,CNL(ConstantNetLossの 略で リンコンペ ック

スとも呼ばれている。)方式の応用について,計 算機 シミュレーションにょ
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り通信系の最適構成を検討 してきたが,こ の結果に基づき150MHz帯 にお

ける製作技術上の問題点を探 り,実 験装置の試作を行 うとともに伝搬実験を

開始 した。

この方式の原理は1送 信側の音声信号を,周 波数成分を持つ音声チャンネ

ルと振幅成分を持つ制御チャンネルとに分割し,音 声 チャソネルはSSB変

調し,制 御チャンネルは周波数変調 し,こ の二つの信号を複合 して送信した

ものを,受 信側で両者を同期させて合成 して音声信号の復元を行い,結 果と

して良好な通話品質を確保 しようとするものである。

本方式はフェージング,雑 音等にも強 く,将 来の移動無線通信方式 として

有望であり,今 後大都市における伝搬実験,他 方式との比較実験 等 を実 施

し,総 合システムとして開発研究が進められることとなろう。

3通 信応用技術

(1)海 洋波浪の観測

この研究は短波の電波伝搬に関連 し,そ の応用研究 として行われているも

のである。

現在波浪の観測は主として船舶による直接観測のほか,観 測用ブイロボッ

トを利用する等種々の方法が考えられているが,海 上の安全や経済性からみ

て必ず しも満足すべきものではない。これに対して電波による海洋波浪の観

測は従来の方法とは全 く異なる新 しい測定手段であって,陸 上から電波を発

射し波浪からの反射電波から海面情報をとらえようとするもので,そ の大き

な特色はすべての施設が陸上に設置され,安 全上経済上一段と有利になる点

である。

短波ないし中短波帯の電波による海面散乱現象と波浪 との間には強い相関

性があることが近年実験的に確かめられている。電波研究所では海上保安庁

の協力を得て,電 波による観測と船舶による波浪の直接観測 とを日本近海に

おいて実施し,こ れに関する観測データを取得するとともにその解析を行っ

ている。現段階ではデータ不足であるが,沖 合100～150km程 度 までにっい
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てはかなり有望であることが確認されており,更 に短波の遠距離伝搬特性を

利用し,数1,000km先 の波浪観測の可能性にっいても検討が 加えられてい

る。今後観測機器を整備し,観 測の強化を図 り,定 量的データを蓄積する等

実用化のための研究 も推進されることになろう。

(2)ヘ リウム音声の研究

海中居住や潜水など高圧環境下では,人 体に及ぼす生理的な障害を除 くた

め通常ヘリウム空気が用いられる。 しかしヘ リウム空気中では音速が速 くな

り,し たがってこのような環境下で発声 した音声はひずみを生 じ,気 圧を上

げていくに従い会話の内容はほとんど了解できなくなる。このような障害を

除去し,海 中で作業する人々の音声通信を確保することは,今 後海洋開発を

進めていくに当た り作業の安全性の上から極めて重要なことである。このた

め,ヘ リウム空気中の音声について研究を行い,音 声信号を一定の間隔に区

分 し,そ の一部を捨てて残 りを元の間隔に伸長するという比較的簡単な原理

による 「切出し伸長型」のヘリウム音声復元装置を開発した。

この装置は48年度のシー トピア計画で行われた60m海 中居住実験で 試 用

し,良 好な結果が得られているが,こ の方式では海中約100m程 度 までが改

善される限度と予想される。したがって,深 い海中まで改善効果を上げるた

めには,原 理的に理想的改善方式 と考えられる分析合成方式を検討する必要

がある。

本方式はヘ リウム音声を声道の共振周波数とか音源波形 とかの幾つかの要

素に分解し,そ れぞれに望ましい修正を施 した後,音 声を合成 して復元する

方式であり,今 後ともその開発を目指して,実 験,研 究が進められ よう。

(3)大 気汚染の測定

大気汚染状況を的確には握 し,汚 染の予知 と適切な防止対策を確立するこ

とは環境保全上緊急を要する課題である。

電波研究所では従来行われてきたレーザの研究に関連 し,そ の応用技術 と

してレーザを利用 した大気複合汚染測定用レーザ ・レーダの開発研究を行っ

ている。
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レーザ ・レーダによる測定は,化 学的手法のように汚染物質をサ ンプルす

ることなく,一 地点で汚染物質の立体的な濃度分布を瞬時的に求められるこ

とから,将 来有望な大気汚染の測定手段であると考えられている。この研究

はレーザ光 と汚染ガスの吸収,蛍 光などの相互作用から特定の汚染ガスの濃

度分布を求めるもので,吸 収方式,蛍 光方式及び赤外 レーザの三つの方式に

分けて研究が進められた。その結果吸収方式ではSO2,NO2,赤 外レーザで

は03の 汚染ガスの濃度検出に良好な結果が得られた。

今後は更に上記各方式の検出感度の向上を図るとともに,実 用化に必要な

処理システムの研究も進められよう。

4デ ー タ 通 信 シ ス テ ム

知識,情 報を中心とする情報化社会への移行に伴い,遠 隔地から電子計算

機にアクセスし,ま た,よ り大型の計算機を共同利用 して複雑高度な処理を

経済的に行いたいという要望が高まって きている。

このような動向に対応 して,デ ータ通信 システムはより高度化 し,複 雑性

が増大する傾向にある。これを支える技術及びシステム開発に関しては,デ

ータを処理するための情報処理技術 ,デ ータを伝送し制御するための伝送技

術,遠 隔地においてデータを入出力するための端末技術の研究実用化が進め

られると同時に,デ ータ通信 システムとして効果的なネ ットワークの研究開

発が推進 されている。

(1)情 報処理技術

ア.デ ータ通信用情報処理装置

最近の大型計算機は,論 理回路及び記憶装置にICを 採用して,ま すます

高速化,大 型化,高 信頼化を目指 している。特に,シ ステムの高信頼性を維

持発展させる技術として最近RAS(Reliability,Availability,Serviceability)

の概念が導入され,ハ ー ドウェアに高度の障害検出 ・防止機構を持たせると

ともに,ソ フ トウェアとして高度なエラー情報処理プログラムを準備 し,オ

ンライン状態での保守診断を可能とするようにな りつつある。
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イ.デ ー タ通 信 の た め の ハ ー ドウ ェア及 び ソ フ トウ 山ア

(ア)ハ ー ドウ エア

処 理 速度 に つ い ては,論 理 素 子 の 高速 化 や 新 しい制 御技 術 に よ る処 理 時 間

の短 縮 に よ り この10年 間 に 平 均 命令 実 行 時 間 は30～40倍 も向上 し数100ナ ノ

秒(1ナ ノ秒 二10-9秒)と な っ てい る。

記 憶 装 置 は,一 般 に 論 理 装 置 内 に ロー カル メモ リと して 小容 量 ・高 速 記 憶

装 置 を,主 記 憶装 置 と して 大 容 量 ・低 速 記 憶 装 置 を 置 く階 層構 成 を と って,

シス テ ムの経 済性 と性 能 の確 保 を 図 って い る。

周辺 装 置 に は,補 助 記 憶 装 置 と入 出 力 装置 が あ るが,本 体系 装置 との 機 能

バ ラ ンスの 面 か ら,補 助 記 憶 装 置 は 高 速 ・大 容量 化 が,入 出 力装 置 では 高 速

動 作が 要 求 され る。 入 出 力装 置 は また,電 子 計 算 機 と利 用 者 との接 触 点 であ

るの で漢 字 入 出力 装 置 な ど利 用 面 か らの 要 求 に対 応 す る機 器 の 開発 が進 ん で

い る。

(イ)ソ フ トゥ ェァ

ソ フ トウ ェアの コス トは,情 報 処 理 シ ステ ム全 体 の コス トの 中 で既 に7割

に 達 して い る と もい わ れ て お り,シ ス テ ムの大 型 化 に 伴 い作 成 能 率 の 向上 及

び ソフ トウ ェア資 産 の 有効 利 用が 大 きな 問 題 とな って い る。

プ 百グ ラ ミングを 容 易 に す る手 法 と して 大 型 の情 報 処 理 シ ス テ ムで は,主

記 憶 装 置 の 容量 を プ ログ ラマ が意 識 しな いで プ ロ グ ラ ミングが で き る仮想 記

憶 方 式 が 用 い られ て い る。 また,特 に ひ んば ん に 利 用 され るル ーチ ンを ハ ー

ドウ ェア と して組 み 込 ん だ フ ァー ム ウ ェア技 術 が 利 用 され てい る。 また,シ

ス テ ム ソ フ トウ ェア の作 成 を 容 易 とす るた め,処 理 能 率 の高 い高 級 言 語 の 実

用化 が 進 ん で い る。

ソフ トウ 占ア資 産 を有 効 に 利 用す るた めに 言 語 の 異 な った プ ログ ラ ムで も

処 理 が 実 行 で きる エ ミ 凸レ ー タな どの 多言 語 処 理 の 技 術 の 開発 が 進 め られ,

一 部 で は 実 用 に供 され る よ うに な った 。

ウ.通 信 制御 技術

通 信 制 御 とは,情 報 処 理 装 置 と デ ー タ伝 送 回線 を経 由 して これ に 接 続 され
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る端 末 あ るい は 他 の情 報 処 理 装 置 との 間 の デ ー タの授 受 に必 要 な制 御全 般 を

い う。

通 信 制 御 装 置 の基 本 機 能 と しては,回 線 と の電 気 的 イ ンタ ー フ ェイ ス,回

線 の 接 続 制御,文 字 の分 解 ・組 立,デ ー タの蓄 積,誤 り制 御,伝 送 制 御,符

号変 換,メ ッセ ー ジ処 理 が あ る 。

通 信制 御装 置 は,そ の扱 うデ ー タの大 き さに よ って,ビ ッ ト バ ッ フ ァ 方

式,キ ャ ラ ク タバ ッフ ァ方 式,ブ ロ ッ クバ ッフ ァ方 式 及 び メ ッセ ー ジバ ッフ

ァ方 式 に分 け られ る。

従 来,情 報 処 理 装置 の処 理 能 力,通 信 制 御 装 置 の コス ト ・パ ー フ ォー マ ン

ス か らみ て,キ ャ ラ ク タバ ッフ ァ 方 式 が 最 も よ く用 い られ て きた が,近 年

TSSの 大 規 模 化,端 末 に 対 す る融 通 性 の 問 題 等 か ら メ ッセ ー ジ バ ッフ ァ方

式 が 採 用 され は じめ て い る。

(2)デ ー タ伝 送 技 術

遠 隔地 の デ ー タ端末 装 置 と電 子 計 算 機 間,あ る いは 電 子 計 算 機 相 互 間 でデ

ー タの送 受信 を い か に能 率 的 に 行 うか は,デ ー タ通 信 シ ス テ ム構 成 上 重 要 で

あ る。

デ ー タ伝 送方 式 は,デ ィジ タル デ ー タ信 号 を原 形 に近 い形 で伝 え る ベ ー ス

バ ン ド伝 送方 式,信 号 を モ デ ム(変 復 調 装 置)に よ リア ナ ロ グの交 流 信 号に

変 換 して 伝 え る帯 域 伝 送 方 式 及 びPCM(パ ル ス符 号変 調)伝 送路 を利 用す

る方 式 に 大 別 され る。現 在,電 電 公 社 で サ ー ビス を提 供 して い る デ ー タ伝 送

の 種 類 は 第2-7-1表 の とお りで あ る 。

デ ー タ伝 送 速度 は,デ ー タ入 出 力 装置 に よっ て 最適 速度 が まち ま ち で あ

り,50b/s～ 数10Mb/sと い う極 め て 広 範 囲 な速 度 が 要 求 され て い る。 高速

化 の技 術 と して8レ ベ ルAM-VSB方 式,自 動 等化 器 を 採 用 した,音 声 帯

域 専 用 回線 用9,600b/sモ デ ムにつ い て実 用 化 が 終 了 し,交 換 回 線 用4,800

b/sモ デ ムの 実 用 化検 討 も進 め られ て い る 。 ま た,広 帯域 回 線 を 利 用 す る高

速 度 デ ー タ伝 送 方 式 に つ い て は,48kb/s(48kHz帯 域 を使 用)が 既 に 実 用

化 され,240kb/s(240kHz帯 域 を 使 用)の 実 用 化試 験 も終 了 した 。
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第2-7-1表 竜電公社提供のデータ伝送 回線(専 用線)

品 名

規 格 陣 別

A規 格

(120Hz)

B規 格

(24QHz)

A-1

B-1

速 度

C規 格

(400Hz)

D規 格

(3.4kHz)

1規 格

(48kHz)

50b/s以 下

lOO〃

C-2200〃

D-5

D-7

D-9

1-3

1,200〃

2,400"

4,800μ

48,000〃

回線構成

2線 式

(ア ー ス
・ リタ ー

ン)

リ

リ

式

タ

・
ン

線

メ
ク

[

4
(

ッ
タ

4線 式

2線 式又
は4線 式

4線 式

"

'7

通信方式

全2重

''

''

半2重 又
は全2重

全2重

〃

'7

変調方式

な し

''

FM

17

M跳4

"

''

努嚢瞬

直流

''

交流

''

''

''

''

非同期

''

''

〃

同 期

''

同期又は
非同期

備 考

8PhM

フ ァ ク シ ミ

リ伝 送 可

また,国 際間ディジタル通信の需要の著しい増大にこたえるため,国 際電

電では,帯 域を有効に利用して高密度伝送を行 う方式の研究を進め,電 話信

号帯域で50ボ ー電信を108回 線伝送 し得る位相変調多重搬送電信方式(レ ク

チプレックス)を 開発し,43年,対 米通信に実用化 した。

更に国際回線の一層の有効利用を図るため,電 話信号帯域で50ボ ー電信

208回 線の伝送容量を持つ新方式(デ ィジプレックス)が 開発され,49年2

月,東 京 一ローダイ(米 国,ミ ルウォーキー近郊)間 で,海 底ケーブル及び

衛星回線を用いて試験が行われた。

(3)デ ータ端末技術

データ端末機器は用途の多様化及び機能の複雑高度化の傾向を た ど りつ

つ,反 面,経 済性の追求のため低廉簡素な機器の開発 も活発に行 わ れ て お

り,ノ ンインパクトプリンタ.パ ネルディスプレイ,磁 気記録読取装置及び

光学文字読取装置などの採用が積極的に行われている。日本固有の漢字を扱
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うデータ端末機器についても社会のニーズと呼応して研究開発が進められて

いる。

ノンインパクトプリンタは高速,低 騒音,高 信頼性を特長として着実な伸

びを示 してお り,主 として感熱印字方式及びインクジェット方式を採用した

プ リンタが従来のインパク トプリンタの適用領域に徐々に進出しつつある。

パネルディスプレイは,ブ ラズマデ ィスプレイパネルを用いた装置が中心

であ り,従 来のCRT(ブ ラウン管)が 立体構造であるのに比べ平板構造が

可能である点が歓迎されていることに加えて,将 来量産化によるコス ト低減

の可能性が強いこともあり今後への期待も大きい。発光 ダイオー ドは数字な

どで表示することを対象 とした分野に適してお り,既 にPOS(ポ イント・

オブ ・セールス)端 末,テ ラーズマシン(銀 行用窓口会計機)及 びデータコ

レクタ端末などに採用されている。

磁気記録読取媒体 としてカセット磁気テープ及び磁気カー ドがそれぞれデ

ータエントリー端末及びカー ド預金用端末などで実用化されている。最近薄

いプラスチック製の円盤に磁気材料を塗布したもので,比 較的低 コス トで利

用できるフロッピーデ ィスクが端末機器に導入 され ようとしている。

半導体受光素子を用いた紙テープリーダ及びカー ドリーダなどが既に使わ

れており,OCR(光 学文字読取装置),OMR(光 学マーク読取装置)な ど

の入力手段がマンマシン ・インターフェイスに優れているので,そ の開発が

進められている。レーザ光を利用す るホログラムも漢字 コー ドメモリなど各

種パターンメモリへの適用が研究 されている。

漢字データ端末では漢字入力装置,漢 字デ ィスプレイ及び漢字プリンタな

どの研究開発が急速に進められている。従来の英数字,カ ナ文字などの少数

に限定された対象から一挙に数千字を扱 うこととなるため入力手段及び漢字

パターン発生方式などの問題が今後の研究開発の中心テーマとなろ う。

端末機器に共通する論理回路の技術についてはIC(集 積回路)化 の過 程

を経てLSI(高 密度集積回路)化 へ進んでいる。特に最近 ワンチ ップコンピ

ュータと呼ばれるLSI化 された処理装置が出現し,広 範な機能が小型構造内
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に収 容 され る こ とが期 待 され て い る。

デ ィジ タル信 号 の多 様 化 に対 応す るた め,50b/s～2,400b/sの 通 信 速 度 に

応 動 し,か つ5～8単 位 符 号に 適 合 し得 る多機 能 形 プ リソ タの 開発 も進 め ら

れ て い る。

アル フ ァベ ッ ト以外 の文 字 を 母 国 語 とす る諸 国 が 母 国 語 で 国際 通 信 を 行 い

たい とい う要 望 に こた え るた め,テ レ タイ プ と同一 の 電信 符 号 を用 い て 任 意

の文 字 ・記 号 及 び 図形 を一 筆 書 きに 印 出 す る端 末 機 の 開 発 も進 め ら れ て い

る。

(4)デ ー タ 通 信網

公 衆 電 気通 信 法 の改 正 に よ り,電 話 網 に よ って4kHzの 周 波 数 帯 域 を 用い

た各 種 のサ ー ビス に応 ず るみ ち が 開 かれ たが,よ り広 い 周 波数 帯域 を利 用 す

るサ ー ビス は,現 在 の とこ ろ専 用 線 を利 用す るほ か に は な い 。

しか し,計 算 機 相互 間 の デ ー タ伝 送,高 速 フ ァ クシ ミ リな どの需 要 の増 加

に伴 って,回 線 の短 時 間利 用,従 量 料金 制 の要 望 が よ り強 ま るも の と予 想 さ

れ る。 技 術 的 に は,高 速 デ ー タ伝 送 を主 と し,高 速 フ ァク シ ミ リを も対 象 と

した48kHz帯 域 回 線 の 国際 標 準 モ デ ムが 既 に 完成 して い る ので,D10形 電

子交 換 機 と組 み 合 わせ れ ぽ,既 存 技 術 の みに よ っ て国 際 標 準 規格 の サ ー ビス

が可 能 で あ り,現 在 電 電 公 社 に よ り,そ の実 用 化 に つ い て 検 討 が進 め られ て

い る。

一 方 ,新 デー タ網 に関 しては,ユ ーザ設 備 の標 準 化,サ ー ビス 品質,DTE

(デー タ端 末 装 置)-DCE(デ ー タ通 信 装 置)イ ン ター フ ェ イス,網 同期,信

号方 式 等 の問 題 に対 して,国 際 電 信 電 話諮 問委 員会(CCITT)を 中心 に 近

年研 究 が 盛 ん に な っ て き てい る。

我 が 国 に お い て は,現 在 電 電 公社 の手 で1.544Mb/sの デ ィジ タル伝 送 路

とDDX-2か らな る時分 割 交 換 機 に よ る デ ィジ タル デ ー タ網 の現 場試 験 計

画が 進 め られ て お り,国 際 電 電 に お い て も異 方 式PCM間 の相 互乗 入 れ,6

単位 及 び8単 位符 号伝 送 の共 存 方 式,64kb/s新 デ ィジ タル 共 通 線 信 号 方 式

な どに っ い て,デ ー タ網 の 国際 的 進 展 に寄 与 す る こ と ので き る よ う,研 究 が
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進 め られ て い る。

将 来,ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア,デ ー タ等 の資 源 の共 用 を主 目的 とす

るい わ ゆ る コ ン ピ ュー タネ ッ トワー クが,こ れ ら の新 しい 通 信 網 を基 盤 とし

て形 成 され よ う。

5画 像 通信 システ ム

(1)テ レビ電話

テレビ電話は,電 話 と映像機能とを組み合わせ,会 話本来の形態を再現さ

せようとするものであるが,ま た,品 物や簡単な図面などを相手に見せ,言

葉では表現 しにくい内容を容易に理解させた り,簡 単なデータ端末 として多

面的に利用できる。米国においては,1650年 ごろよりベル電話研究所におい

て本格的に実用化研究が開始され,1970年 のピッツバーグを皮切 りにニェー

ヨーク,シ カゴ等で対面通話を主体とした1MHzテ レビ電話サービスを開

始した。最近,ベ ル電話研究所ではテレビ電話の多機能化を進めている。

我が国では,電 電公社の手により,45年 の万国博にテレビ電話を出展 して

以降47年 度まで試験が行われ,そ れらの技術を基に,47年 度末よりテレビ電

話(グ ループタイプ)の サービスが短距離の範囲内で試行的に開始された。

(2)テ レビ会議方式

テレビ画面 と音声とにより,遠 隔 ・複数地間で会議を可能とするテレビ会

議方式について既に英国等でサービスが開始されているが,そ の他の国でも

研究開発が行われている。我が国においては,電 電公社が45年 ごろより研究

開発を開始 しており,48年 度には画面分割により1会 議室6～10名 が会 して

利用可能な4MHzカ ラー方式による標準テレビ会議方式の 実験が行われ,

十分実用に供 し得 る見通 しを得ている。 この結果を基に,現 在,東 京 ・大阪

間で実用に供するための準備が進められている。このほか,応 用型 としてフ

レーム多重,こ ま落 し等の技術を導入 し,シ ステムの経済化,複 数対地間で

の会議を可能 とする方式,及 びカラー画像品質の向上について検討が進めら

れている。
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(3)7ア クシミリ

48年度には,電 電公社により電話網を利用する電話ファクス ・サ ー ビス

(A4判 の原稿を走査線密度3.85本/mmで4分 又は6分 で電送可能)が 開

始された。また,電 話ファクスと相互通信が可能で,小 型軽量,経 済化を目

標とした簡易型ファクスの開発が進められている。一方,更 に高速のものに

対する要望に対し,48kHz帯 域使用の高速ファクス(B4判 の原稿を走査線

密度6本/mlnで55秒 で電送可能)の 商用試験が行われ良好な結果が得られ

ている。

このほか,将 来の超高速ファクシミリとして電子走査方式,電 荷転送素子

等の固体走査方式,更 にはデータ通信端末の出力装置としてファクシミリ応

答装置の研究開発が進められている。

受信記録方式 としては各種のものがあり,従 来は写真電送には銀鉛紙を用

いた化学的写真方法が用いられ,白 黒模写伝送は放電記録が主に用いられて

いたが,最 近では,放 電記録方式のようににおいが発生しないこと,記 録品

質が優れていること等から静電記録方式が多 く採用されるようになってきて

いる。

このほかに,現 像定着等の手段が不用な感熱記録,普 通紙が使えるインク

ジェット記録,中 間調記録ができるドライシルバー紙等が実用化されつつあ

る。ファクシミリの高速電送としては伝送帯域を広げる方式及び伝送帯域を

広げずに高速化を図る帯域圧縮方式の研究開発が各方面で進められている。

広帯域を利用したファクシミリは,現 在新聞電送などに使われているが,

将来は有線テレビ(CATV)な ど広帯域回線の普及によりビデオ帯域の高速

度ファクシミリの可能性も考えられ,こ れらについて基礎的研究が進められ

ている。

国際ファクシ ミリ電報業務は,47年 に取扱いが開始された日本 ・韓国間国

際ファクシミリ電報が現在における世界唯一のものであるが,そ の他の諸国

間にも,将 来 この種の業務を開設したいとの要望の声が高まってきている。

このような要望にこたえるため,CCITTで は加入電話網に付加すべきファ
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クシミリ装置について,技 術標準の取決め等の諸問題を研究課題 として取 り

上げている。

ファクシミリの冗長性を削減し,回 線の有効利用を図るためには,帯 域圧

縮技術の開発が必要であるが,国 際電電研究所では,先 行走査が1走 査線に

わたって白情報を検出すると後続する主走査が当該走査線を飛び越すように

して伝送時間を短縮する方法,あ るいはファクシミリ信号を平面的に白黒情

報変化の密な部分と疎な部分に分け,そ れぞれの部分に適 した符号化を行う

方法等について研究を進めている。

(4)行 政情報通信用7ア クシミリ装置

ア.開 発の経緯

郵政省は,45年 度以来,行 政管理庁と共同して,各 省の協力を得つつ,行

政情報通信ネットワークの基本構想の検討,行 政情報流通の実態調査及びシ

ステム設計など基礎的な調査研究を進めているが,48年 度においてはその関

連技術の開発として,効 率的なファクシミリ通信システムの研究開発を行っ

た。

この研究開発は,フ ァクシ ミリ通信がデータ通信などに比較 して 伝 送技

術,利 用技術において立ち遅れているため,行 政情報の流通特性に適合した

機能(蓄 積同報,自 動送受信,高 速化の各機能)を もつ標準 システムを開発

することを目的としている。

イ.開 発の内容

標準ファクシミリ通信システムは,フ ブクシミリ端末装置と同報装置によ

り構成される。同報装置は,同 一文書を複数対地に送る場合に使用され,送

信機から伝送された文書を一度蓄積した後,複 数対地の受信機に送信する装

置である。48年 度は試作装置を開発し,そ の評価を行っている。端末装置に

関 しては,メ 駐カー各社の固有技術を有効に活用することをねらいとして,

我が国の代表的メーカー3社 により,そ れぞれ1対 向ずつ計3対 向 の 装置

を,同 報装置については ミニコンピュータを使用した蓄積プログラム制御方

式の1装 置を試作した。
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ウ,開 発 の成果

⑦ 端 末 装 置

試 作 装 置 を 評価 す るに 当 た り,機 能,性 能条 件,外 部 条 件,経 済 性,運 用

条件 に わ た る約40の 要 求項 目を設 け,各 要 求項 目ご とに,最 低 必要 条 件,望

ま しい 要 求条 件,理 想 条 件 の3要 求 レベ ル を設 定 し,ユ ーザ側 の要 求 条 件 を

明 確化 して い る。 そ して 画質 試 験 用4種,伝 送時 間 測 定 用10種,紙 質 試 験 用

10種 の計24種 の テ ス トチ ャー トを 用 い て,画 質 試 験,伝 送速 度 試 験,自 動 送

受信 機 能 試 験,温 度試 験,伝 送 路 試 験 等18種 の試 験 を行 い,自 動 給 紙 ブ ロ ッ

ク.帯 域 圧 縮 ブ ロ ック等端 末 装 置 の10ブ ロ ックご とに,3装 置 の方 式 を,要

求条 件 に 照 ら し評 価 して い る。 そ の結 果,加 入 電 話 網 との イ ン ター フ ェイス

を持 ち,B4判1枚 を3分 以 内 で 自動 送 受信 で き る フ ァク シ ミ リ装 置 の実 現

性 が 確 認 され た。

(イ)同 報 装置

同報 装 置 の機 能 ・性 能 は,ソ フ トウ ェアに 依 存 して い る ため,評 価 は基 本

的 な同 報 機能 を確 認 す るに と どめ て い る。 そ の結 果,電 話 網 と の イ ンター フ

ェイス を 持 ち ミニ コ ンピ_一 タ方 式 で行 う同 報 装 置 の実 現 性 が 確 認 され た 。

また 蓄積 能力 は2.5Mbの デ ィス クにB4判 で約30ペ ー ジ可 能 で あ り,同 報

装置 を経 由す る こ とに よ る画 質 劣化 は特 に 認 め られ なか った 。

6同 軸 ケーブル情報 システ ム(CCIS)

CATVは,そ の構 成 要 素 で あ る 同軸 ケ ー ブル が現 在 の技 術 で も テ レ ビ換

算30ch近 くの極 めて 多 量 の情報 を伝 送 す る こ とが で きる とこ ろか ら,今 後

コ ミュニ テ ィー ・ネ ッ トワー ク と して最 もふ さわ しい 情 報 メ デ ィア で あ る

CCIS(CoaxialCableInformationSystem同 軸 ケ ー ブル 情 報 シス テ ム)に

発展 す る可 能性 を有 す る も の と して一 般 の期 待 と注 目を集 め てい る。CCIS

の利 用 形 態 と して は,放 送 の再 送 信,自 主 番 組 の提 供 等 放 送 型 の サ ー ビス の

ほ かに,シ ス テ ムに双 方 向伝 送 機 能 を もた せ るこ とに よ り,加 入 者 か ら の要

求 に基 づ き情 報 を 提供 す る個 別 情 報 サ ー ビス,電 気,ガ ス,水 道 等 の 自動 検
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針を行った り,防 火,防 犯のための警報を発するような集配信サービス等が

考えられている。

CCISに ついての開発研究は関係機器 メーカーなどにおいて ここ数年活発

に行われてきており,一 部のシステム,機 器については既に実用の段階に達

しているものもある。

しかしながら,現 実にCCISが 普及発展 し社会的に機能 していくためには

多くの問題がある。

そこで,こ の社会的に有用なCCISの 普及発展を図るため,郵 政省,通 商

産業省をはじめその他の省庁でCCISの 利活用について開発研究が進められ

ている。

現在具体的に多能型のCCISと して開発研究が推進されているものは,郵

政省の生活情報システムと通商産業省の映像情報システムの二つのシステム

である。

(1)生 活情報システムの開発

郵政省では,CATVの 多角的利用の可能性を検討するため,46年9月 に

CCIS調 査会を設置し,調 査研究を行ったが,更 にその調査結果等を受けて

東京都下多摩ニュータウンにおいて,CCISを 利用した生活情報システムの

開発実験を行 うこととした。実験は,在 来型CATVの 利活用に資するため,

テレビの再送信のほか,地 域ニュースサービス,案 内サービス,放 送応答サ

ービスなど住民のニーズが特に強 く,実 現が比較的容易と思われる各種の生

活情報サービスを提供することにより,CCISに 関する需要,経 済性,技 術

上の問題点などを解明することをねらいとするものであ り,48年 度には実験

調査に必要な設備,機 器等のうち,自 動反復サービス,有 料テレ ビサ ー ビ

ス,放 送応答サービス,静 止画サービス及びファクシミリ新聞サービスに要

する設備等の開発製作を完了した。これらのなかで有料テレピサービス設備

ではチャンネル別,時 間帯別で課金が可能な定額型(キ ー方式),番 組単位

で課金が可能な従量型(切 符方式)の2種 類の端末を開発製作した。

放送応答サービス設備では,端 末からセンターに対する上 り回線は加入者
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ご とに 敷 設 され るペ ア ケ ー ブル を使 用 す る こ とに し,加 入 者 か ら符 号 に よ る

応答 のほ か,音 声 に よ る参 加 も可 能 な もの とな ってい る。

静止 画 サ ー ビ ス も加 入者 が セ ン ターに リクエ ス トす る上 り回 線 に は ペ ア ケ

ー ブル を使 用 す る こ とに して お り,セ ソ ター の情報 倉 庫 と して は マ イ ク ロフ

ィッシ ュを利 用 す る イ メ ー ジ フ ァイ ル,端 末 の フ レー ム メモ リと して は 磁 気

デ ィス ク式 と磁 気 シ ー ト式 の2種 類 を開 発 製 作 した 。

49年 度 に は残 る設 備 等 の開 発 製 作 及 び セ ン ター施 設 の建 設 を行 い,50年 度

か ら実験 を 開始 す る ことに して い る。

(2)映 像 情報 シ ス テ ムの 開 発

通商 産 業 省 で は,国 民 生 活 面 へ の電 子 計算 機 の適 用 に よ る国民 福 祉 の 向上

並 び に映 像 産 業 の 振 興 と い う観 点 か ら,46年 度 か ら地 域 情 報化 シス テ ム調 査

委 員 会 を設 置 し,映 像 産 業 の実 態 調 査,需 要 予 測等 を行 っ て きて い るが,更

に これ と関 連 して実 験 タ ウ ンに実 地 に施 設 を 作 り,映 像 情 報 シ ス テ ムの 開 発

を行 うこ と と した 。 こ の映 像 情 報 シス テ ム はCATV回 線 網 と電 子 計 算 機 を

中核 とす る強 力 な情 報 制 御 ・処 理 機 能 とを組 み 合 わ せ た 双方 向 の情 報 シ ス テ

ムで あ り,将 来 の 多彩 な情 報 需 要 に も応ず るこ とが で き る,い わば モ デ ル シ

ステ ム ともい うべ き高度 な も ので あ る。 この シス テ ム では,家 庭 に設 置 され

る端末 機 か ら の リクエ ス トに こた えて,テ レ ビ番 組 や 各 種 の デ ー タを提 供 す

る リクエ ス ト ・テ レ ビや,リ クエ ス ト ・デ ー タ更 に はCAIや 防 災 ・防 犯 な

どの多 くの サ ー ビス を実 験 し,映 像 情 報 シ ス テ ムの 技 術 的 可 能 性,需 要動

向,経 済性 等に つ い て調査 研 究す る こ とに して い る。48年 度 に おい て トー タ

ル シ ス テ ム,サ ブ シ ス テ ムの 詳細 設計,機 器 及 び セ ン タ ーの設 計 を行 った 。

実験 の場所 は,奈 良県 東 生 駒 地 区 に 決定 して い る。50年 度 まで に シ ス テ ム及

び所 要 機 器 の 開 発,51年 度に は 機 器 の設 置,試 験 を終 わ り.52年 度 か ら実 験

を 行 うこ とに して い る。
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7基 礎技術及び研究

(1)交 換技術

ア.電 子交換機の開発状況

電電公社では46年度から東京の一部で我が国において初めての電子交換機

の商用試験を開始 した。サービス開始後の状況は,所 期の目的 どおりハー ド

ウェア,ソ フトウェアともに極めて安定な運転を続けている。48年度は,広

域時分制機能等の確認を行 うとともに,今 後のハー ドウ山ア及びソフトウェ

アの増設に対処す るため,シ ステムの拡張方法に関す る調査,試 験 を実 施

し,加 入者線交換機に関する実用化を終了した。

中継線交換機についても,48年5月 から東京,大 阪の一部で商用試験を行

い,各 種機能及びその安定性の確認を得,実 用化を終了した。

電子交換機の優れた利点を大局のみならず中小容量局にまで拡張し,新 サ

ービスの普及及び省力化を図ることを目的として,約1万6千 端子の容量を

もつ中小局用電子交換機(DEX-A11)に ついて検討を進め,48年 度から一

部の加入者を収容して現場試験を開始 した。サービス開始後の状況は極めて

安定してお り,こ れを基本に中小局用のD20形 交換機の実用化の準備を進め

ている。

都市部等における端子増設の経済化等を目的としたDEX-R1方 式(D

10形 自動交換機の制御系で複数局のD10形 通話路系を制御する方式)に つい

ては,DEX-A11と 並行 して現場試験を行った。この間,加 入者を収容した

状態で独立局移行の技術的確認を行い,所 期の成果が得られたので,こ れを

基本にD10形 自動交換機R1方 式につき実用化の準備を進めている。

また,中 小規模用事務所集団電話交換機としてのD10形 自動交換機R3方

式についても検討を進めている。

一方,急 増するデータ通信需要に対して公衆網が開放されたが,既 存公衆

網ではデータ通信の要求する品質,機 能の面から必ず しも最適とは い い難

い。このため時分割電子交換機及びディジタル伝送方式の研究,開 発の成果
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を基盤として,電 電公社の武蔵野電気通信研究所で,本 格的なデ ィジタルデ

ータ交換網の研究が46年から開始された。現在,時 分割デ ィジタルデータ交

換方式を採用した室内実験機により研究が続けられている。この実験機は,

回線交換及びパケ ット交換(情 報をいったん蓄積 して,あ る一定の長さに区

切り,こ れを転送の単位 として送 り出す交換方式)の 両機能を備えた交換機

で,交 換可能な端末速度は50b/s～48kb/sと いう広い範囲を扱 うことがで

きる等の特徴を有 しており,今 後のデータ交換の発展に大いに寄与するもの

と期待されている。なお,世 界的にみてもデータ交換の 研究実用化 は 盛 ん

で,時 分割回線交換方式とパケット交換方式が主体となっている。

国際電話に関しては,実 験用電子交換機KDX-0の 試験結果を基に新設

計された商用国際交換機(電 子交換台を含む。)XE-1が51年 度に商用化さ

れる予定である。国際加入電信(テ レックス)に ついても,CT-10形 時分

割電子交換機が同じく51年度には商用に入る予定である。

次の時代の交換機としてはデ ィジタル電子交換方式の採用が予想される。

国際通信網においてはサービスの総合化 も進められる可能性がある。国際電

電研究所では,こ のような方向に対応して,異 方式PCM間 の符号変換,音

声信号のデ ィジタル認識など伝送 ・交換の境界領域の問題の研究を進める一

方,回 線交換 とパケット交換の共存,網 同期などの方式的研究にも着手して

いる。

イ.共 通線信号方式

個々の通話路に制御信号を伝送する従来の信号方式に対 して,1本 の信号

専用線を設けて多数の通話路(1,000回 線以上)に 対する信号をデータ伝送

の形で送受信する共通線信号方式は,電 子交換機間の信号方式 として最適で

あり,将 来の信号方式の本流になるものと思われる。国際電電の国際交換機

XE-1に はCCITTで 仕様化された共通線信号方式(No.6方 式)が 組み込

まれてお り,国 内のD-10方 式も国内用共通線信号方式のプログラムを内蔵

している。内外の交換機の電子化が進むにつれ,電 話接続のスピー ド・アッ

プが期待される。
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一方,本 格的なデ ィジタル統合網時代の到来に備えて,更に高速(64kb/s)

のビットレー トをもつ共通線信号方式の研究開発がCCITTの 場で始められ

ており,我 が国でも電電公社武蔵野電気通信研究所,国 際電電研究所を中心

に研究が行われている。新共通線信号方式は電話のみでなくデータ通信等の

サービスにも適用されるため,多 くの機能が要求され,ま た柔軟な拡張性を

もったものでなければならない。

我が国の国内用共通線信号方式は,No.6信 号方式に準拠 し,更 に国内用

として若干修正を加え,電 子交換機の開発の中においてその検討が進められ

てきた。47年 にD10形 交換機商用試験の一環として,世 界に先駆けて東京と

大阪の一部における局間信号方式として適用 し,48年 商用試験を終了,十 分

実用に供 し得ることが確認された。

共通線信号方式は通話路 と信号路が分離 しているため通話路網のほかに信

号路網の形成が必要であり,数 局,数10局 と網が拡大するにつれて信号回線

の高能率使用,信 頼性の向上,各 種遅延時間の一層の短縮,交 換機情報の転

送内容の充実等の共通線信号の機能が十分発揮できることとなる。このよう

に網 としての形態を備えるためには,既 に試験済みの対応網構成のほかに準

対応網構成での運用実績,更 に準対応予備構成の機能確認が必要であ り,これ

らを統合した形のより高度な機能をもった網形成の検討が進められている。、

ウ.ソ フ トウェアの標準化

D10形 自動交換機は,よ うや く本格的な導入の段階を迎えるに至 り,大 局

用電子交換 ソフ トウェアも加入者線交換用,中 継線交換用の2系 列が商用に

供せられている。そ して既に広域時分制や増設機能等の機能追加を幾たびか

行い,良 好な運用実績が得られている。

これらのソフ トウェアは,そ の実用化の過程のなかでシステムごとの開発

を進めたため,複 数のシステムを個別に管理 している状況である。 この た

め,機 能の追加,拡 充等を行 うたびに,各 システムをそれぞれ修正 しなけれ

ばならないことになる。今後,電 子交換機の提供するサービスの多様化に伴

い機能の追加はひん発 し,作 成すべきプログラムの規模も増大する一方であ
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り,こ の ま まで は 今後 の プ ログ ラ ムの 管理 作 業 は膨 大 な もの とな る 。 こ のた

め,従 来 個 々に 実 用化 して きた シ ス テ ムに つ い て,プ ログ ラ ムを基 本 機 能 単

位 に区 分 して,こ れ らを整 理,統 合 し,標 準 化 を 図 る とと もに一 元 管 理 を行

う ことを 目的 と して標 準 ソフ トウ ェア シス テ ムを完 成 した 。

電 子交 換 ソフ トウ ェア技 術 の 標 準化 に 関す る検 討 に つ い ては,CCITTの

第11研 究 委 員 会 で も これ を取 り上 げ,「 プ ロ グラ ム論 理 仕様 の標 準 化 」 を検

討 中 で あ り,積 極 的 な寄 与 を行 うと と もに,更 に プ ログ ラ ムの標 準 化 を進 め

る ことが 必 要 で あ ろ う。

(2)伝 送 技 術

ア.同 軸 ケー ブル方 式

現在 電 話 回 線 に 用 い られ てい る同 軸 ケ ー ブルは,標 準 同 軸 ケ ー ブル(内 外

径2.6/9.5mm)と 細 心 同 軸 ケー ブル(1.2/4.4mm)に 大 別 され,ケ ー ブル

特性 は い ず れ もCCITT規 格 を満 足 して い る。

現在,我 が 国 に お い て使 用 され て い る代表 的 な方 式 は,12MHz方 式(伝

送 帯域308kHz～12,435kHz,電 話2,700ch)で あ る。 更 に大 容量 の伝 送 方 式

と して,60MHz方 式(伝 送 帯域4,287kHz～61,160kHz,電 話10,800ch,又

は1MHzテ レビ電 話36ch,若 し くは4MHzテ レビ電話9ch)が 実 用 化 さ

れ,現 在,電 話伝 送 とテ レビ電 話伝 送 との共 用 を考 慮 した 方 式 設計,建 設 保

守上 の問 題 に つ い て,東 京 ・名 古 屋 ・大 阪 間 で商 用 試 験 が 行 わ れ て い る。

デ ィジタル 伝 送 方式 と しては,標 準 同軸 ケ ー ブル を用 い たPCM-100M方

式(電 話1,440ch,又 は1MHzテ レビ電 話60ch,若 し くは4MHzテ レビ電

話15ch)の 商 用 試 験 が,ま たPCM-400M方 式(電 話5,760ch,又 は1MHz

テ レビ電 話240ch,若 し くは4MHzテ レ ビ電話60ch)の 現 場 試験 が実 施 さ

れ てい る。

イ.海 底 同軸 方 式

大 洋 横 断 深海 長 距 離 用 ケ ー ブル 方 式 と して は,米 国 で は845ch方 式 が 既 に

実 用 に な り,現 在 は約4,000chの 方 式 の 開発 が 進 め られ て い る。 また,英 国

では 最 近1,840ch方 式 が実 用 化 され て い る・ 国 際 電 電 で は,電 電 公 社 との 協
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力体制の下に1,600chのCS-12M方 式(3kHz/ch)の 開発を進めており,

50年には実用に供す ることのできる技術が確立される見込みである。

一方 ,中 国及び東南アジア諸国等 との通信需要に適 した中容量,中 距離方

式として480chのCS-5M(4kHz/ch)の 開発が必要とな り,こ の開発

に着手 した。この方式はCS-12M方 式の技術を基本 としているので,CS-

12M方 式とほぼ同時期には,実 用に供することのできる技術が確立される見

通しである。なお,中 国及び東南 アジア海域では浅海部が多いので,浅 海方

式特有の技術の開発が必要となる。すなわち,電 気的には海底温度の時間的

変動に基づくケーブル特性の変動を補償する機能を持った中継器の開発が必

要であり,ま たケーブル保護の面ではケーブルをかな りの距離にわたって埋

設する技術の開発が要求される。そこで,こ れらの技術の開発も併せて推進

している。

ウ.準 ミリ波通信方式

準 ミリ波帯では,1無 線システム当た り400Mb/sの 速度で電話5,760ch,

又は1MHzテ レビ電話240ch,若 しくは4MHzテ レビ電話60chの 容量を

もつ,無 線中継方式による20GHz帯 準 ミリ波PCM方 式の実用化が進めら

れている。

エ.ミ リ波通信方式

電電公社において開発中の方式は,40GHz～80GHz帯 を用い,導 波管1

条当た り電話約30万ch,又 は1MHzテ レビ電話約12,480ch,若 しくは4

MHzテ レビ電話約3,120chの 伝送容量を目標 としたもので,現 在,試 験用

に敷設 した各種導波管線路により,現 場試験が行われている。

オ.光 通信方式

光通信方式は超大容量通信方式として脚光を浴びており,現 在,発 振源で

ある各種 レーザ,LED(発 光 ダイオー ド),伝 送媒体としてのナプテ ィカル

ファイバー等の研究が行われている。光通信方式には従来のマイクロ波等の

ように空間を伝搬 させる空間伝搬方式,レ ンズを用いる光 ビーム伝送方式,

オプテ ィカルファイバーを用いるファイバーケーブル伝送方式があり,そ れ



第7章 技術及びシステムの研究開発 一359一

それの特長を生かした方式検討が行われている。各種伝送方式の中で空間伝

搬方式は,雨 や霧等の影響を受けやす く長距離伝送には適していないが,シ

ステム構成,伝 送路の作成・変更が比較的容易等の利点を生かして,1シ ステ

ム当た り96chの伝送容量をもつ可搬方式について実用化が進められている。

また,オ プテ ィカルファイバーについては,1km当 た り数dB程 度の伝

送損失のものが得られており,そ の実用化が大いに期待されている、,

カ.線 路技術

⑦ 導波管線路

既存通信サービスの拡充並びに画像通信などの新サービスの実 施 の た め

に,経 済的な超広帯域市外伝送路の実現が必要である。この要求に応ずるた

め,電 電公社では ミリ波導波管伝送方式の研究が行われている。

現在開発中の方式は 主として51mmφ 導波管を用い,双 方向電話換算約

30万chの 容量をもつW-40G方 式である。導波管としては誘電体内装導波

管,ら せん導波管,伸 縮導波管,コ ーナ導波管,細 径可 とう導波管等 が あ

る。

42年 には4.2km2条 の直埋方式実験線路を建設 し,導 波管敷設工法,伝

送特性の検討がなされ,長 距離伝送の可能性が確認された。

46年 以降上記直埋方式実験線路を延長して約23kmに 管路方式による導波

管線路の建設がなされ,現 在伝送特性,障 害監視 システム等の調査が進めら

れている。また,と う道内に適用するWT-40G方 式についても約2km敷

設し検討が進められている。

(イ)広 帯域対形ケーブル

テレビ電話,ITV等,数MHz帯 のサービスを経済的に提供するための加

入者系伝送路として,広 帯域対形ケーブルの開発が進められている。46年度

から実用化のための試験が行われているが,そ の結果,4MHz白 黒テレビ

信号の伝送は,対 選択なしに任意の対でベースパンド伝送することが可能で

あるとの結論が得られた。またカラーテレビ信号の伝送については加入者系

は全対に収容可能であるが,中 継系は1対 とびに収容することにより対処で
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きる見通 しが得られた。このような結果から必要に応 じ実用に供 し得る段階

となっている。

ケーブルとしては心線径0,65mm,PEF絶 縁,対 形 しゃへいユニット構

成で,4MHzで の減衰量20dB/km,特 性インピーダンス140Ω の電気的

特性を有 している。

また既設75mmφ 管路へ収容可能 とするため最大対数を320対 としている。

(3)端 末技術

ア.新 電話サービス

近年の生活水準の向上,福 祉社会指向に伴い電話サービスに対す る要望は

量的拡大とともに質的にも高度化,多 様化し,よ り便利で快適なものへと移

りつつある。

このような要請に応じるため,新 しい電話サービスの開発を積極的に推進

することとし,効 用が高 く,需 要が多 く期待できるもの,公 共性があ り社会

福祉に役立つもの,地 域社会の発展に役立つものなどについて技術的検討を

行い実用化を進めている。

まず,生 活の多様化,高 度化により,小 型軽量で使いやす く,魅 力的なデ

ザインの電話機が強 く要望されるようにな り,従 来のプッシュホンに比べ約

1/3に小型軽量化され,ざ ん新で操作性のよい ミニプッシュホン(700P型 電

話機)の 開発を進めた。この電話機は通話回路を全部IC化 するとともに,

世界に先駆け超小型電磁形送受話器を採用することにより可能 となった。こ

の電話機には,人 間工学的考慮から,再 発呼用のフ ックスイ ッチをハンドセ

ットに組み込むとともに,重 量 も,200gと 望ましい重さに設定する等の配

慮を施 した。機能 としてもトーンリンガ,ス ピーカ受話などの新しい機能を

備えるとともに,卓 上 ・壁掛兼用の形状 とした。

また,プ ッシュホンの普及に対応 し,主 として事業所等に使用される206

型,410型,620型 の各種ボタン電話装置,並 びに,ホ ームテレホンのプッシ

ュ化を進めてきたが,今 後,プ ッシュホンの一層の大衆化を図る 方 策 と し

て,環 境試験等を主体に して公衆電話機のプッシュ化についても検討を開始
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した。

電話宅内における福祉対策 としては,既 に盲人用ダイヤル盤,盲 人用局線

中継台を提供し好評を博 しているが,引 き続 き難聴者用電話機並びに老人福

祉対策用電話装置の実用化を進めてお り,49年 中に提供を開始することを目

途に準備を進めている。

難聴者用電話機は,聴 覚障害等級区分4～6級 の人にも容易に通話できる

ように配慮 したもので,受 話増幅機能を電話機のハン ドセ ット内に内蔵させ

ることにより実現 した。この電話機には通常の人 との共用も考慮 し,音 量調

節ダイヤル及び操作ボタンがハン ドセ ット上部に設けてある。

老人福祉対策用電話装置は,独 り暮 らしの老人が日常はもちろん緊急時に

も容易にかつ,間 違いなく電話を利用できるよう配慮した電話装置であ り,

従来の電話機能のほか,ワ ンタッチ式自動ダイヤル,受 話音量増幅機能並び

にカセットテープによる緊急 メッセージ自動送出機能などより構成されてい

る。

一方,構 内交換電話については,押 しボタンダイヤル等の新機能を有 し,

サービスを向上するとともに,小 型軽量化,高 性能化を図った新型小容量構

内交換機の開発を進めている。これは部品に電子交換機用に開発され,従 来

のクロスバ用のものと比べ,大 幅に小型軽量化された新型 クロスバスイ ッチ

及び継電器を使用することにより可能 となった。

イ.移 動通信サービス

社会活動の高度化 ・多様化に伴い,自 動車,列 車,船 舶等の移動体との通

信が強 く要望されているが,移 動通信サービスはこれ ら移動体に乗っている

人あるいは歩行中の人が,い つでもどこからでも通信できる手段として社会

活動の利便向上に役立つとともに,災 害時における通信の途絶を防止する手

段としても極めて有効なものである。

現在移動通信サービスに関する研究開発は,船 舶電話,自 動車電話などに

ついて進められている。これら移動通信サービスの基礎技術は無線技術であ

ることはもちろんであるが,こ のほか伝送,交 換,宅 内など多 くの分野の通
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信技術との結合によりは じめて実現されるものであ り,ま た携帯に便利な小

型軽量の移動機の開発は,回 路部品技術,半 導体技術の発達によるところが

大 きい。

船舶電話サービスについては,現 在は手動接続方式であるが,周 波数の有

効利用,サ ービス内容の改善等を目的 とした 自動接続方式について48年度実

験局を開設し信号方式などの検討が行われるなど,開 発が進められている。

また,自 動車電話サービスについては,米 国など多数の国でサービスが行

われているが我が国ではまだ商用に供されていない。現在電電公社横須賀電

気通信研究所では,800MHz帯 の加入者容量10万(東 京圏)の 自動車電話方

式について実験局を開設 し,電 波伝搬特性の調査及び ゾーン構成法,通 話制

御技術,追 跡交換技術の確立のための検討が進められている。

今後の移動通信サービスは,使 用周波数帯の拡大,周 波数の有効利用及び

小型軽量化等に考慮を払いなが ら,加 入者の多様なニーズに応じてますます

拡大されていくであろう。

ウ.レ ターホン

国際電電では,0.3kHz～3,4kHzの 電話回線1chを 用いて,電 話と手書き

記録信号を同時に送受することのできるレターホンを開発 したが,こ れは電

話回線の有効利用の一手段として期待されている。音声は全周波数帯域のう

ちの高域半分すなわち1.8kHz以 上の成分を切 り捨てて低域半分の成分のみ

を送出し,受 信側で低域半分の成分から倍音,和 音又は差音をとり,こ れら

で高域を埋めることによって全帯域に相当する音声成分を再現する方法を用

いているが,そ の通話品質は通常の電話に比べてそん色がない.一 方,記 録

信号については,附 属の紙面上に送信ペンで文字あるいは図形を手書きする

と,ペ ンの動きが高域半分の周波数の電気信号に変換されて送出され,受 信

側では電気信号が受信ペ ンの動きに変換されて附属の紙面上に文字あるいは

図形が再現される。

(4)電 力供給方式

通信サービスの多様化,通 信機器の進展に伴い通信用電力に要求される条
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件も逐年厳 しくなってきている。更に電力用部品及び回路技術の目覚ましい

発展と相まって,新 しい通信用電力供給方式及び機器について積極的に研究

開発を進めている。

ア.情 報処理装置用電力供給方式

情報処理装置では交直流電力を大量に必要 とするが,各 種の条件を考慮 し

て静止型交流電源装置による定周波定電圧交流電力の無停電一括供給方式を

採用している。

静止型交流電源装置は,サ イ リスタを逆変換素子として用 い た 出 力150

kVA～250kVAの モジュールインバータ3～6台 により構成 され,こ れら

の冗長並行運転によりシステム容量300kVA～1,250kVAを 得てい る もの

で,47年 度に商用試験を実施して特性,機 能等の確認を行い,48年 度より本

格的に導入 している。この装置は過去10年 に及ぶ研究が結実 したもので,出

力容量,特 性機能の面において世界的にもトップクラスに位置付けられる。

しかしながら,こ の種の技術は日進月歩であ り,今 後 とも一層の小型化,高

効率化,経 済化並びに保全性の向上が望まれるので,49年 度には新型機の実

用化を計画 している。

イ.予 備電源方式

通信用電力供給システムの安定化を図るため各種の予備電源装置を設置し

ているが,最 近のデータ通信サービス等の進展に伴い所要電力が 大 容 量 化

し,従 来のデ ィーゼル機関発電機では対処し得なくなってきたのでガスター

ビン発電装置の実用化を進めている。

まず,据 置型については10,000kVAガ スタービン発電装置の商用試験を

48年度に開始 し,引 き続 き実用化のための検討を行っている。

非常災害時用の移動型は,1,000kVAガ スタービン式移動発電装置につい

て47年度より商用試験を実施してきたが,良 好な結果を得たので49年度には

本格導入を行 う。

ウ.通 信用自立電源方式

太陽電池を用いた電源装置については48年 度から検討をは じめ,49年 度に
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は孤立防止無線方式のサテライ ト局を対象とした装置について実用化のため

の試験を開始し,ま た,風 力発電,波 力発電等についても49年度 より調査検

討を進める計画である。

(5)部 品 ・材料

ア.半 導体及び材料

トランジスタとダイオー ドは,半 導体部品の中でも特に通信用機器とのか

かわ りが深 く,そ の高速性,広 帯域性及び信頼性についての研究は重要な課

題である。このため電電公社の電気通信研究所では性能を支配する材料及び

加工法と寿命を支配する要因解析の研究が進められ,こ れ までに各種伝送方

式用として実用化が行われてきた。最近では,海 底同軸中継方式用超高信頼

度半導体部品,大 容量伝送方式用超高周波 トランジスタ,低 雑音 ・低歪高出

力 トランジスタ,ミ リ波用ガリウム,ひ 素ショットキーダイオー ド,シ リコ

ンイソパク トダイオー ド等の研究が進 ん で い る。また,国 際電電研究所で

は,周 波数特性の優れたFETト ランジスタを開発することを目的 として,

半絶縁性のガリウムひ素(GaAs)基 板内にセレン(Se)イ オンを注入する

ことによって,電 子移動度が比較的高いN型 伝導層を制御性よく形成する方

法について研究を進めている。

イ.集 積回路(IC)

ICは,一 つの半導体結晶片あるいはセラミック基板上に,多 くの トラン

ジスタ,抵 抗,コ ンデンサ等を集積 したもので,機 器の軽量化,小 型 経 済

化,動 作の高速化,高 信頼度化が可能であ り}電 子工業の諸分野に広く使用

されている。

電気通信の分野でも,そ の経済性 ・高信頼性に着 目され電電公社の電気通

信研究所では電子交換機用として研究が開始され,制 御飽和論理素子(CSL)

がD10形 電子交換機に採用された。その後,情 報処理装置に使用するための

集積度の大 きいモノリシック型の高密度集積回路(LSI)に ついて高速化,経

済化を目標に研究が進められている。また,各 種伝送機器,入 出力端末機器

等のIC化 についても研究が行われてお り,海 底同軸中継器,携 帯無線電話,
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押 しボタンダイヤル電話用多周波発信器等各種装置,機 器の高性能化,高 信

頼度化をねらいとした混成集積回路の研究実用化が進められた。また,国 際

電電研究所でも磁性薄膜について,IC技 術の導入 と効率的な磁束キーパの

利用とによって5,000b/cm2の 記憶密度を持つ高密度集積型磁性薄膜記憶素

子(FSM)を 開発し,そ の実用化を目指 して研究を進めている。これに関連

して,FSMの 微細な端子と外部回路 との接続のように,極 めて多数の リー

ド線を一括 して同時にハンダ付けする接続技術の研究が行われた結果,赤 外

線を照射する方式の熱線溶着装置が開発され,こ れによって自動的に信頼性

の高いハンダ付けが可能となった。

ウ.記 憶部品

電子交換方式,情 報処理方式などの経済化は,現 在の技術の大きな課題 と

なっている。

これらに使用する記憶装置の高性能化,低 価格化を実現するた め に は,

IC記 憶素子,バ ブルメモリ素子,半 導体シリアル素子,デ ィスクパ ック,

磁気ヘッド,ア クセス機構等の記憶部品の研究が重要である。

将来のファイルメモ リの一つ として,パ ブルメモリについては磁気バブル

の駆動法,検 出法,パ ターン製作技術,結 晶の評価法などの研究が行われて

いる。また,更 に高速,高 密度,低 価格化をねらいとした電荷結合素子(CC

D)な どの検討も進められている。

また,磁 気デ ィスク,ド ラムの大容量化,高 性能化を図るため,磁 気ヘッ

ド部品材料の改良,磁 気ヘッド浮上機構,磁 気デ ィスク用セラミック基板の

研究も進められている。

エ.回 路部品,材 料

画嫁通信,デ ータ通信等の新サービスに対応 して,伝 送周波数帯域の広帯

域化,高 能率化技術はます ます重要視されてきている。

これらを実現するために必要な回路部品について,高 信頼化,小 型化,経

済化を目的として研究が進んでいる。

長期無保守を必要とする海底同軸中継方式に必要な超高信頼度回路部品,
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セラミック基板についての研究が進められるとともに,チ ャンネルフィルタ

の小型化,経 済化をねらい としたLCフ ィルタ,メ カニカルフィルタ,半 導

体可変抵抗器,FDM方 式の位相等化に使用する広帯域遅延線等の研究が行

われた。

非相反素子については,ミ リ波導波管方式用サーキュレータを実用化する

ため,広 帯域化,低 損失化をね らいにした研究が進んでいる。

オ。金属 ・磁性部品及び材料

電気通信用各種機器に使用される金属合金は,機 能別に大別すると,構 造

体,磁 性体,導 電体,接 点に分類できる。

構造体としては,摩 耗,腐 食,疲 労によるき裂,破 壊変形などが問題であ

り,こ れらの現象の解明が必要になる。

磁性体としては,記 録媒体用微粒子の薄層化,高 保磁力化及び媒体層の磁

気デ ィスク基板に対する密着性,耐 摩耗性の向上が研究課題である。

導電体 としては,代 替材料の実用化が,ま た,接 点としては信頼性の向上

が重要課題である。具体的なものとしては,海 底同軸中継器きょう体につい

て,耐 水圧特性,耐 食性,経 済性に優れた材料,フ ァイルメモ リ用デ ィスク

装置の高性能化をね らいとした記録媒体用磁性材料,通 信ケーブル用として

のアル ミ複合材料などの研究が進められるとともに,接 点の信頼性向上,障

害対策をねらいとして,貴 金属合金材料の表面生成物の解析,発 生条件など

の研究が行われている。

カ.表 示 ・記録部品,電 子管及び材料

電子管は,一 般通信用としては半導体部品の進歩によって次々と置き換え

られてきたが,現 在なお,超 高周波大電力用部品,及 び画像表示用としての

ブラウン管は重要な位置を占めている。

電子管については,ミ リ波通信方式用,準 ミリ波通信方式用,及 び衛星通

信方式用の進行波管や画像通信用撮像管,蓄 積管,プ ラズマ表示管等の研究

が進められている。

また,ブ ラウン管に代わるものとして,平 面表示が可能な液晶,プ ラズマ
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表示,ハ ー ドコピーが可能な電子記録材料,静 電記録材料の高感度化,高 品

質化等の研究 も進められている。

キ.資 源の利活用並びに代替化技術

近年,新 技術の開発やその応用に当たっては,従 来のコス ト,性 能とい う

伝統的な要因とともに,資 源の保護と環境の保全を重視する必要性が生 じて

きている。このような情勢に対処するため電電公社では,ク リーン ・リサイ

クル委員会を設置し,こ れ ら問題の積極的な検討を進めている。

この結果,ま ず代替技術としては,枯 渇化傾向にある銅資源の代替 として

アルミ導体通信ケーブルの実用化が行われている。電電公社では,46年 から

実用化を進めてお り.現 在更に多対のケーブルについて商用試験が行われて

いるが,従 来電気通信ケーブルの導体はすべて銅が使用されてお り,そ の量

は年間約15万 トンで国内消費量の約15%を 占めている(47年 度実績)現 状に

かんがみ有効な施策といえよう。

クロスバ交換機等で使用されているワイヤスプリング継電器接点のパラジ

ウム節減の検討は,40年 に開始され,既 に銀40%,パ ラジウム60%の 合金を

用いた接点が実用化されている。なお,パ ラジウムの国内年間消費量は,約

20ト ンであ りそのうち60%近 くがワイヤスプリング接点に用いられている。

(6)電 離層観測

電離層の変化は,VHF帯 以下の電波の伝搬途上における反射及び減衰等

その伝わ り方に密接な関係があるので,世 界各国は一定の基準のもとに,電

離層の状態を,地 上から垂直に打ち上げた電波の電離層からの反射により,

常時観測しているが,こ の観測結果は電離層の周波数に対する反射特性並び

に突抜けの究明及び周波数特性を明らかにするもので,電 波の伝わ り方を評

価する上において最も基本的な情報となるものである。

現在世界中に約180箇 所の観測所があるが,43年 から45年の太陽活動極大

期に国際共同観測を実施 した太陽活動期国際観測年(】ASY)に 引き続き,47

年からは国際太陽地球観測計画(MONSEE)が 実施され,電 離層,地 磁気,

宇宙線,オ ーロラその他の諸現象に関す る国際共同観測が継続されている。
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これらに使用する電離層観測装置の確度及び信頼度の向上についても鋭意研

究が進められ,最 近小型,高 性能の新装置が完成 し,実 用化された。

また,観 測 されたデータの読取整理基準についても,最 近国際電離層規格

委員会(INAG)か ら新しいルールハソ ドブックが勧告されたが,こ れには,

散乱エコーの解釈等最近の科学技術の進歩に伴 う改訂がなされており,我 が

国においても全面的に この新規準を取 り入れることとしている。

(7)原 子周波数標準

原子周波数標準は物質の原子の固有振動数が一定不変であることを利用す

るもので,こ の値から得られる時間間隔が秒の国際単位として使用されてい

る。我が国の周波数標準は水素 メーザを一次標準 として周波数変化率が10-13

とい う高い確度に到達 した。また一次標準で校正されたセシウムビームやル

ピジウムガスセルなど,常 時使用可能の実用原子標準により現在我が国では

標準周波数や標準時を維持している。

最近我が国でも,カ ラーテレビの多元同期,ロ ケットの追跡 ステーション

の時刻同期等その他諸科学分野において,確 度の高い原子周波数標準器を必

要とする技術が多 くな りつつある。このような情勢の下で電波研究所の原子

周波数標準の高確度化はもちろんのこと,時 間及び周波数の精密計測あるい

は校正法,標 準の更に高精度な供給法などの開発がますます重要となってき

ている。

我が国の時間及び周波数の原器として,開 発され運用されてきた2台 の水

素 メーザのその後のデータが更に解析 され,そ の結果に基づき改良された新

設計の装置が近 く設置され る予定であ り,そ の高確度化が期待される。これ

らを基として刻まれる原子時も更に正確 さと安定性を増し,国 際原子時確立

への寄与もますます大 となろ う。また,実 用原子標準器の国産化を図るため

ルビジウム発振器の研究開発も強力に進められている。


